
2026年度第2四半期決算説明会

1

「YX2026」の総仕上げと「YX2029」について

2026年8月10日
横浜ゴム株式会社

代表取締役会⻑兼CEO
山石 昌孝

皆さん、こんにちは。横浜ゴムの山石でございます。

本日は大変お忙しい中、横浜ゴム株式会社、2026年度第２四半期の決算説明会にご参加いただき、誠
にありがとうございます。
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3. YX2026 2026年度通期の取り組み

4. YX2026 2026年度通期財務目標

5. 次期中期経営計画 YX2029

本日、お話しする内容はこの通りです。
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5. 次期中期経営計画 YX2029

まずは2026年度上期実績です。
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上期実績
前年⽐増減前年実績計画⽐増減計画（5月公表）2026年上期実績単位（億円）

+6025,792+2946,1006,394売上収益

+311721+2148181,032PPA償却前 事業利益

(+3.6pt)(12.5%)(+2.7pt)(13.4%)(16.1%)(利益率)

+337621+208750958事業利益

(+4.3pt)(10.7%)(+2.7pt)(12.3%)(15.0%)(利益率)

+370355+276450726当期利益
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6,394

958

15.0%
売上収益 2.4倍

事業利益 6.1倍

事業利益率 2.5倍

2016年⽐
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157
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事業利益率
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売上収益

1. 2026年度 上期実績

2026年度上期の売上収益は6,394億円、前年同期⽐602億円の増収、事業利益は958億円、前年同
期⽐337億円の増益、当期利益は726億円、前年同期⽐370億円の増益でした。

これにより、売上収益から当期利益まで全てにおいて過去最⾼となりました。

また、2026年５月の公表値に対しても、事業利益で208億円、当期利益で276億円を上回る結果を出す
ことができました。

下段のグラフはATGを買収した2016年以降の上期の数値を⽰しており、2016年との⽐較で売上収益は
2.4倍、事業利益は6.1倍となり、事業利益率も5.9％から15.0％になりました。
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目次

1. 2026年度 上期実績

2. YX2026 2026年度上期の進捗

3. YX2026 2026年度通期の取り組み

4. YX2026 2026年度通期財務目標

5. 次期中期経営計画 YX2029

次に中期経営計画YX2026（Yokohama Transformation 2026）の2026年度上期進捗状況です。
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基本方針

創業＝探索＝成⻑＝増収
守成＝深化＝改善＝増益

MISSION
企業価値向上に向け、

全ての経営課題に取り組む

創業守成
中期 中期

※過去の中期 継続性無し

YX2023

YX2026

YX2029
1.⼤戦略
2.ベストオルタナティブ
3.商品・地域事業戦略

⼤戦略 -Grand Design-
Best Alternative

TBR
Best 

Alternative

商品・地域事業戦略

AG(OHT)

Global No.1

PCR
Best   

Alternative
Best   

Alternative

OTR(OHT)

2-1) 基本方針 創業守成

当社の経営の基本方針は、「創業守成」です。

当社が強みとして持っている既存事業の更なる「深化」と、100年に1度の大変⾰期である市場変化の取り
込み「探索」を推し進めていくという２つのアプローチを同時に⾏うことで、常に増収増益を目指します。

その基礎となるのが大戦略（グランドデザイン）、Best Alternative、そして商品・地域事業戦略で、これら
の改善・改⾰を継続しながら、３ヶ年毎の中期経営計画に落とし込んだものが、YX (Yokohama 
Transformation) です。
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タイヤ世界市場

Red Ocean Blue Ocean

横浜ゴム
~2016年

横浜ゴム
2025年~

乗⽤⾞⽤タイヤ
OHTタイヤ

(オフハイウェイタイヤ)

ATG買収

乗⽤⾞⽤タイヤ ATG
買収

TWS
買収

GY
OTR事業
買収

乗⽤⾞⽤タイヤ OHTタイヤ
(オフハイウェイタイヤ)

15兆円 6兆円

消費財 生産財

OHTタイヤ
(オフハイウェイタイヤ)

Best Alternative
※当社推定︓為替1ドル 152円での試算

(2016年) (2023年) (2025年)

2-2) YX2026 タイヤ事業︓⼤戦略（グランドデザイン）

世界のタイヤ市場は乗⽤⾞⽤タイヤなどの「消費財」とトラック・バス⽤、農業機械⽤タイヤなどの「⽣産財」に
大別され、それぞれ約15兆円と、ほぼ同じ市場規模となっています。そのうち、⽣産財市場は、トラック・バス⽤
タイヤが約9兆円、OHTタイヤが約６兆円になっています。

当社は増収増益の実現に向け、10年以上にわたり、タイヤ事業の大戦略（グランドデザイン）を推進してき
ました。2016年のATG、2023年のTWS、そして昨年２月のGoodyear社OTR事業の買収を通じ、消費
財と⽣産財の⽐率を世界市場と同じ1︓1としました。

これらの買収事業はいずれも⾼いEBITDAを有し、投資規律に合致する上、買収後も適切な投資と経営改
善を進め、減損を計上することなく着実に成果を上げています。

その結果、当社は、OHTばかりが注目され、OHT専業メーカーのごとく認知されています。

しかしながら、近年の『Hockey Stick Growth（うなぎ昇りの成⻑）』は、買収したOHT事業だけでなく、
既存タイヤ事業の成⻑による寄与が大きいことも事実です。

OHT事業のM&Aは、あくまでも⼿段であって、当社のタイヤ事業の大戦略が本質的に目指したのは、Tier１
Topメーカーに匹敵する商品ラインナップを揃えることで、彼らのBest Alternativeとなり、全品種で増収増
益を達成することです。
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2016年⽐ ＋260億円

49% 55% 60%
83% 77%

100%
88% 85%

13%
23%

25%

17% 19% 4% 15%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

8

Best Alternative︓ ※業界で唯一 Tier１Topメーカーに匹敵する商品ラインナップ

上期 事業利益成⻑（2016年〜2026年）

A社 B社 C社 D社 E社 F社 G社

乗⽤⾞⽤タイヤ

30%

20%

50%

トラック&バス⽤タイヤ

オフハイウェイタイヤ

市場構成⽐

農機⽤
15%

産業⽤ 5%
建設⽤ 2%

鉱山⽤
16%

OHT計
22%

OHT計
15% OHT計4% OHT計9%

OHT計
38%
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75 

-20 
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157
億円

958
億円

OHT事業

タイヤ事業

(OHT事業除く)

事業利益

事業利益

(億円)

買収完了

買収完了

2016年
2023年

2025年

(+421%)

( - )

2016年⽐ ＋32億円
MB・スポーツ・他 事業利益

2017年
買収完了

買収完了

(+89%)

2-3) YX2026 タイヤ事業︓Best Alternative

今⼀度、Best Alternativeについてご説明します。

世界のタイヤ市場において、私たちが直接エンドユーザーのお客さまにタイヤを販売することは少なく、主要市場
におけるタイヤメーカーの販売先の約6割が独⽴系のタイヤディーラーになっています。

彼らがタイヤメーカーに求めるものの⼀つはさまざまな品種のタイヤを1社からまとめて仕入れることで、複数社に
発注する⼿間を省き、インセンティブの⾦額を増やすということです。

当社はGoodyear社のOTR事業買収によって、乗⽤⾞⽤タイヤ、トラック・バス⽤タイヤ、そしてOHTとすべて
の品種をカバーし、Tier１ Topメーカーに並ぶ商品ラインナップを持つことで、主要顧客であるタイヤディーラー
のニーズに応えられる数少ないタイヤメーカーになりました。

その結果、買収してきたOHTのみならず、既存の乗⽤⾞⽤タイヤ、トラック・バス⽤タイヤも含めて、
多くのお客さまから引き合いをいただいており、タイヤ事業全体で成⻑軌道に乗せることができています。

その結果が下のグラフです。皆さんの横浜ゴムは『OHT専業メーカー』と⾔うイメージと異なり、既存タイヤ事業
の2016年からの事業利益増加額が、OHTの約２倍という結果になっています。

これこそが、タイヤ事業の大戦略（グランドデザイン）で意図したBest Alternativeの成果です。
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(OE・REP合計販売本数)高付加価値商品販売実績

WINTER GEOLANDARADVAN

2022 2023 2024 2025 2026 2022 2023 2024 2025 2026 2022 2023 2024 2025 2026 2022 2023 2024 2025 2026

vs2025
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vs2025

110%
vs2025

98%
vs2025

130%

18インチ以上

REP前年⽐

110％

タイヤ事業︓上期 売上・事業利益・事業利益率

7.7%
5.5% 5.3%
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(OHT事業除く・為替影響除く)

2026年度
上期実績

(億円) 17.2%

AGW⽐率

40％

(OHT事業除く)

年間目標値: 47％

2-4) YX2026 タイヤ事業 Best Alternative︓2026年上期 AGW実績
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約1.5倍

2021年⽐

約3.3倍

１本あたり事業利益

平均販売価格

既存タイヤ事業は、Best Alternativeに従い、Mix改善を⾏った結果、業界でもトップクラスの事業利益率
17.2％を達成しました。

特に、⾼付加価値商品の「ADVAN」「GEOLANDAR」「ウィンタータイヤ」及び「18インチ以上」においては、
REPを中⼼に前年を上回ることができました。
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︓タイヤ事業（OHT事業除く） OE・REP合計販売本数 ︓タイヤ事業（OHT事業除く）REP販売本数タイヤ事業︓上期地域別販売本数実績推移
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2-5) YX2026 タイヤ事業 Best Alternative︓2026年上期 地域別販売本数実績

こちらはOHTを除くタイヤ事業の地域別販売本数の上期実績で、OE・REP合計で対前年100％、REPでは
103％でした。

昨年末の駆け込み需要とこの第１四半期の大雪の影響を受けた北⽶と、中東情勢の緊張による中東地域
と⼀部アジア代理店のマイナスを、欧州及びインドを中⼼にカバーしました。
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農機景況指標と⼤手農機OEメーカー売上 農業機械⽤タイヤ 上期販売実績（重量ベース）
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2-6) YX2026 タイヤ生産財︓2026年上期 農業機械⽤タイヤ実績

農業機械⽤タイヤはかねてよりご説明しております通り、「松・竹・梅」の商品ラインナップを揃えるNo.1メーカー
としての強みを活かし、厳しい市況の中でも、Y-ATG/Y-TWSともOE/REP両方で、販売量を伸ばすことがで
きました。
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2-7) YX2026 MB事業︓2026年上期 実績

MB事業は、ホース配管では構造改⾰を推し進めて利益率の改善を⾏い、⼯業資材では市況が厳しくとも
トップシェアの強みを⽣かし、⾼収益性を確保しました。

その結果、2026年度の目標を大きく上回る11.5％の事業利益率を達成しました。
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5. 次期中期経営計画 YX2029

次に2026年度通期の取り組みです。
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3-1) YX2026 2026年度 タイヤ事業︓AGW / 商品・地域事業戦略

欧州 北⽶

タイヤ事業 年間販売本数計画 (OHT事業除く)

中国

100%

日本

102%104%

アジア

98%114%

NEW NEWNEW

103%

ALL
2026年計画 前年⽐ AGW 2026年 目標

(当初目標︓50％)
47％

AGW⽐率

高付加価値商品販売計画
WINTER 18インチ以上GEOLANDARADVAN

2023 2024 2025 20262023 2024 2025 20262023 2024 2025 2026

134%
(vs2025）

112%
(vs2025）

100%
(vs2025）

2023 2024 2025 2026

112%
(vs2025）

OE/REP合計年間計画

NEW NEW

2026年9月発売 2026年4月発売 2026年9月発売 2026年4月発売 2026年5月発売

まず、既存タイヤ事業では、各地域の市場特性に合わせた商品・地域事業戦略を推進し、全社で増収増益
を目指します。

また、⾼付加価値商品の「ADVAN」「GEOLANDAR」「ウィンタータイヤ」、そして「18インチ以上」については
大幅な販売増を⾒込み、タイヤ消費財全体に占めるAGW⽐率を47％まで⾼めます。
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1,558 

2,358 
2,914 

3,711 

256 352 359 486 563

16.4%

14.9%

12.3%
13.1%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2022 2023 2024 2025 2026

OHT事業 事業利益計画

(億円)

13.6%

PPA償却前
事業利益
(一過性費⽤除く)

事業利益

年間販売計画（重量ベース）

419

4,130億円

前年⽐+11%PPA償却前
事業利益率
(一過性費⽤除く)

◆OHT事業累計

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2023 2024 2025 2026

(Y-ATG ＋ Y-TWS + G-OTR) 前年⽐

106%

2026

前年⽐
97%

前年⽐
120%

◆品種別 年間販売計画

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2023 2024 2025 2026

農業機械⽤タイヤ

2026

前年⽐
107%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

2023 2024 2025 2026

鉱山・建設⾞両⽤タイヤ

2026

前年⽐
110%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2023 2024 2025 2026

産業⾞両⽤タイヤ

2026

前年⽐
102%

(Y-ATG ＋ Y-TWS + G-OTR / OE・REP合計)

3-2) YX2026 2026年度 OHT事業︓通期⾒通し

売上収益

次に、2026年度のOHT事業の通期⾒通しです。

2026年度の売上収益は、4,130億円、対前年⽐約11％の増収、事業利益は419億円、対前年⽐106
億円の増益を⾒込んでおり、PPA償却前事業利益率は13.6％となります。OHT各品種で対前年 販売増
を計画し、OHT全体でも対前年106％を⾒込んでいます。

15
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⼯業資材

構造改革

成⻑ドライバー
高収益化

ホース配管 ◆油圧︓価格適正化

◆⾃動⾞︓ 北⽶集約効果刈り取り

◆航空部品︓ 航空部品(官需)
⽣産基盤の強化推進

75 78 74 83 29 38 40 72 86 111 125 

6.7% 6.8%
6.3%

7.0%

3.7%

4.5%

4.1%

7.0%

8.1%

10.5%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

11.7%

2026年計画
事業利益率

◆コンベヤベルト︓国内⾼シェア維持
海外拡販

◆マリンホース・防舷材︓
国内⾼シェア維持
海外拡販

出典︓海上⾃衛隊、陸上⾃衛隊、航空⾃衛隊公式ホームページ

MB事業︓事業利益・利益率推移（通期）
事業利益(億円) 事業利益率

3-3) YX2026 2026年度 MB事業︓通期⾒通し

MB事業はYX2026（Yokohama Transformation 2026）の当初目標であった事業利益率10％を
大きく上回る１1.7％の達成を⾒込み、次の成⻑のステージに向かいます。
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1. 2026年度 上期実績

2. YX2026 2026年度上期の進捗

3. YX2026 2026年度通期の取り組み

4. YX2026 2026年度通期財務目標

5. 次期中期経営計画 YX2029

2026年度通期の財務目標です。
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変更後(3回目)
今回

変更後(2回目)
2026年2月

変更後(1回目)
2024年8月

当初目標
2024年2月

1兆3,200億円1兆3,000億円1兆2,500億円1兆1,500億円売上収益

1,925億円1,880億円1,500億円1,300億円事業利益

14.6％14.5％12％11％事業利益率

50％を目安50％を目安50％を目安50％を目安⾃⼰資本⽐率

10％超10％超10％超10％超ROE

2026年度 財務目標

(+11円)156円145円US$
為替レート

(+7円)178円171円EUR

2026年度7月以降 想定 期初(2月) 今回

4-1) YX2026 2026年度 通期財務目標

2026年度通期の財務目標ですが、売上収益は期初の目標⽐200億円増の1兆3,200億円、事業利益
は期初の目標⽐45億円増の1,925億円に上方修正します。

これは、『3回目』となる上方修正で、売上収益から営業利益まで6年連続で過去最⾼を更新する⾒込みで
す。

18
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24%

39%

16%

23%
20% 21% 20%

31 32 32 33 34 46 48
62 62

33 32 33 33
50

52

86

110
110

0

50

100

150

200

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 初期計画 ⾒直し

19

配当推移

中間配当

期末配当

2026
当初

2026
⾒直し

年間配当計 64 65 66
84

98

2026
当初計画
172

(単位︓円/株)

2026⾒直し

223

YX2026

2026年株主還元の⾒直し

配当性向

配当
(1株当たり)

30% 30%

172円 223円

中間配当
(1株当たり) 62円 87円

期末配当
(1株当たり) 110円

64

134

YX2023

2026
中間配当計画

87円
↑

62円

2026
期末配当計画

136円
↑

110円

136円

+25

配当性向

572円 744円EPS
(1株当たり純利益)

30%

+26
20%

134円

48円

86円

669円

2025年
実績

2026年
当初計画

2026年
⾒直し

(前年+10%) (前年+10%)

(前年-96円/-14%) (前年+76円/+11%)

(前年+38円/+28%) (前年+89円/+66%)

(前年+14円/+29%) (前年+39円/+81%)

(前年+24円/+28%) (前年+50円/+58%)

4-2) YX2026 2026年度 通期財務目標︓株主還元

続いて、株主還元です。

当社のこれまでの基本方針は、2022年度までは、外部環境に関わらず安定配当、2023年度以降は、配
当性向20％としてきました。

そして2026年度は、YX2026（Yokohama Transformation 2026）のこれまでの各打ち⼿の成果を
皆様と分かち合うため、お約束通り配当性向30％、総還元性向30％以上とします。

なお、当期利益を上方修正したことに伴い、年間配当は、当初の⼀株当たり172円から223円へと、6期連
続の増配を予定しています。
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目次

1. 2026年度 上期実績

2. YX2026 2026年度上期の進捗

3. YX2026 2026年度通期の取り組み

4. YX2026 2026年度通期財務数値目標

5. 次期中期経営計画 YX2029

最後に、次期中期経営計画、YX2029（Yokohama Transformation 2029）についてです。
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000

000

000

000

000

000

000

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

総仕上げ（過去との決別）

YX2026YX2023GD2020GD100

メキシコ
中国
新⼯場等

『 Hockey Stick Growth 』
(うなぎ昇り)

事業
利益

売上
収益

2029

1,344
(公表値)

1,666 1,925

更なる成⻑

YX2029

過去100年の集⼤成 構造改革と成⻑の種まき Hockey Stick Growth
収益を伴った成⻑

億円 億円 億円億円
423

億円
583

億円
593

億円
501

億円
359

億円
622

億円
701

億円
991

12,350
億円

10,947
億円

9,853
億円

8,605
億円

6,708
億円

5,511
億円

6,505
億円

6,502
億円

6,463
億円5,962

億円

(公表値)
13,200

億円

5-1) 次期中期経営計画 YX2029︓Hockey Stick Growth

YX2023（Yokohama Transformation 2023）、YX2026（Yokohama Transformation 
2026）において、大戦略（グランドデザイン）/ Best Alternative /商品・地域事業戦略のもと、
『Hockey Stick Growth（うなぎ昇りの成⻑）』を目指してきました。

次の中期経営計画YX2029（Yokohama Transformation 2029）においても、更にそれらを加速させ、
増収増益のモメンタムを継続させる所存です。

本日は、その核となる打ち⼿のご説明をいたします。
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タイヤ世界市場

Red Ocean Blue Ocean

横浜ゴム
~2016年

横浜ゴム
2025年~

乗⽤⾞⽤タイヤ
OHTタイヤ

(オフハイウェイタイヤ)

ATG買収

乗⽤⾞⽤タイヤ ATG
買収

TWS
買収

GY
OTR事業
買収

乗⽤⾞⽤タイヤ OHTタイヤ
(オフハイウェイタイヤ)

15兆円 6兆円

消費財 生産財

OHTタイヤ
(オフハイウェイタイヤ)

Best Alternative
※当社推定︓為替1ドル 152円での試算

(2016年) (2023年) (2025年)

5-2) 次期中期経営計画 YX2029︓⼤戦略（グランドデザイン） タイヤ消費財

まずは大戦略（グランドデザイン）のうち、タイヤ消費財のYX2029（Yokohama Transformation 
2029）の基本方針を説明します。
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 - 2030

23

全世界 消費財タイヤ生産本数推移

AGW（深化）

横浜ゴム プレミアム(AGW)販売推移

※YOKOHAMAブランド⽐率99％

ブランドMIX

インチMIX

販社化・代理店政策

(当社推定)

中国系企業生産⽐率 42％

Low-Cost Conversion（探索）
(低コスト生産体制への転換)

28%
30%

32% 33% 34%
36%

37%
39%

41% 41% 40% 39% 41% 41% 41% 42%
44%

47%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

60%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 列1 列12

50%中国系企業
生産⽐率

52％

Ultra High Performance
Global Flagship Brand

SUV/Pickup Truck Winter

AGW

※Product Brand

※

2029
(計画)

インドVizag⼯場 メキシコ新⼯場中国杭州新⼯場
PCR/OHT

ハイブリッド⼯場 中国モデル⼯場
(2025年 PCR

製造ライン稼働開始済)

(2026年3月量産開始)
(2027年1月量産開始予定)

LCC
AGW

PCR/OHT
ハイブリッド⼯場

5-3) 次期中期経営計画 YX2029︓タイヤ消費財 AGW & LCC

2030

世界市場の約半分を占めるタイヤ消費財において、2025年度の中国タイヤメーカーの中国内外の⽣産量は
全世界の約42％を占め、更に中国主要タイヤメーカー20社の今後の増産計画を集計しますと、遅くとも
2030年には、中国タイヤメーカーの⽣産量は、全世界の約50％に達する⾒込みです。

こうした競争環境の変化に対し、当社はBest Alternativeのもと、⾼付加価値商品「ADVAN」
「GEOLANDAR」「ウィンタータイヤ」を2029年度までに、全販売量の50％までに引き上げます。

そして、⼀方のYOKOHAMAブランドの汎⽤カテゴリー商品についてはその⽣産を既存の⼯場から低コスト⼯
場へ転換するLCC『Low-Cost Conversion』により、コスト競争⼒を⾼め増収増益を目指します。
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汎⽤ヨコハマ・ブランド商品
Low-Cost Conversion

24

AGW

『中国１年⼯場』 『メキシコ新⼯場』

600万本＋300万本＝900万本
従来キャパ 増産 新⼯場キャパ

「増産300万本の投資⾦額でやり切る」

中国生産システムモデル

パートナー 補助⾦

クオリティ: Yokohama／コスト: Chinese

PCR/OHTハイブリッドモデル

50%

60%

70%

80%

90%

100%

110%

120%

130%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

旧⼯場 新⼯場 新⼯場Ⅱ

製造コスト
100%

88%

74%

300
万本

600
万本

600
万本

900万本

旧⼯場
〜2025

杭州新⼯場
2026〜

杭州新⼯場
2028〜

◆製造コスト

600万本時

$30million
利益増

◆製造コスト(メキシコ→⽶国 物流費含む)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

YTMV YTMMX
(Initial)

YTMMX
(Full)

200
万本

200
万本

300
万本

セーラム⼯場(⽶)
2026年3月閉鎖

製造コスト
100%

45%

29%

メキシコ新⼯場
⽴上げ初期

メキシコ新⼯場
生産フル時

2027年1月
量産開始
200万本時

$55million
コスト削減

LCC

500万本

インドVizag⼯場 メキシコ新⼯場インドPCR⼯場
2024~ 2027~

Phase-1 Phase-2 Phase-3
2014~ 2021~ 2024~

70万本

日本人運営
旧設備

ローカル運営
(ATG運営)
旧設備

ローカル運営
(ATG運営)
最新設備
84万本126万本

PCR/OHT
ハイブリッド

⼯場
170万本＋43千トン

(OHT)
500万本＋11千トン

(OHT)

ローカル運営ローカル運営

PCR/OHT
ハイブリッド

PCR/OHT
ハイブリッド

2026年3月
量産開始

5-4) 次期中期経営計画 YX2029︓タイヤ消費財 LCC

※
※

※タイヤ消費財 乗⽤⾞⽤タイヤ︔Passenger Car Radial

※

投資⾦額︓4.2億⽶ドル 投資⾦額︓5.0億⽶ドル

OHT⽣産量は、ゴム量

(PCR)(PCR)

このLCC「Low-Cost Conversion」には２つのモデルがあり、1つは安価な中国製設備や補助⾦等をフル
活⽤する中国⽣産システムの取り込みです。新杭州⼯場がそれにあたり、旧⼯場と同じ600万本⽣産時で
▲12％、900万本⽣産では▲26％のコストダウンになります。

もう⼀つのモデルはATGメンバーに旧ヨコハマ・インドPCR⼯場を任せ、YOKOHAMA品質を理解してもらった
上で、PCR/OHTの⼀部設備共有化とATGチームの低コストノウハウを取り入れたPCR/OHTハイブリッドモデ
ルです。

このモデルをメキシコ新⼯場に展開し、置き換えるセーラム⼯場に⽐べ200万本⽣産時で▲55％、500万本
⽣産では▲71％のコストダウンを⾒込んでいます。
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中国蘇州
TB⼯場閉鎖 PC⼯場化

Post YX2029YX2029

25

43%
50%

AGW
2025年度

構成⽐
44％

LCC
2025年度

構成⽐
26%

生産能⼒
(百万本) 56 58 60 63 66 64 63 62 63 60 60 61 62 63

YX2026YX2023GD2020GD100 Ph4GD100 Ph3

80~

2025年
中期計画

(2030目標)

フィリピン⼯場拡張

中国蘇州
⼯場建設

インド
⼯場建設

中国杭州
⼯場拡張

ロシア
⼯場建設 ⼯場拡張

三島⼯場
設備更新

新城⼯場
ハイインチ化

三重⼯場
大外径化

フィリピン⼯場
2017年 火災 復旧&ハイインチ化

既存インド⼯場拡張 印Vizag
PC⼯場⽴上

2019年〜 ⽶セーラム⼯場減産 2026年 ⼯場閉鎖

中国新杭州
⼯場建設

販売実績
(百万本)

メキシコ
新⼯場建設

既存LCC⼯場
(⽴上げ中⼯場含む)

5-5) 次期中期経営計画 YX2029︓タイヤ消費財 生産能⼒推移

LCC
＋1千万本

(未決)

当社は、リーマンショック後のリバウンド需要を取ろうと、2016年まで⽣産量を直線的に増やしてしまいました。
しかも、市場変化を⾒ず⾜元のローインチミックスのまま増産をし、全ての⼯場が⽴ち上がった2016年には需
要は冷え込み、需給ギャップは1,500万本にもなっていました。

そこで、GD2020（Grand Design 2020）「構造改⾰と成⻑の種まき」では、⽣産量を落としMix投資に
舵を切り、YX2023（Yokohama Transformation 2023）「収益を伴った成⻑」では、中国・インドへの
LCC「Low-Cost Conversion」を進めた結果、YX2026（Yokohama Transformation 2026）の
最終年度の2026年には、⽣産＝販売にまで改善をしました。

YX2029（Yokohama Transformation 2029）においては、このYX2026（Yokohama 
Transformation 2026）中に⾏ったインド/中国/メキシコのLCC「Low-Cost Conversion」が順次⽴ち
上がり、更なる『Hockey Stick Growth（うなぎ昇りの成⻑）』の礎となります。

また、インド/中国等には既に⼟地・建屋に余⼒があり、設備のみの少額投資でLCC「Low-Cost 
Conversion」⽣産を1千万本まで増産でき、仮にそれを実施した場合、Post YX2029（Yokohama 
Transformation 2029）の最終年度には、LCC「Low-Cost Conversion」⽐率が43％に達する⾒通
しです。

これについてはYX2029（Yokohama Transformation 2029）の期間中に販売状況を⾒て、適宜・適
切に、段階的に意思決定を⾏っていきます。
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タイヤ世界市場

Red Ocean Blue Ocean

横浜ゴム
~2016年

横浜ゴム
2025年~

乗⽤⾞⽤タイヤ
OHTタイヤ

(オフハイウェイタイヤ)

ATG買収

乗⽤⾞⽤タイヤ ATG
買収

TWS
買収

GY
OTR事業
買収

乗⽤⾞⽤タイヤ OHTタイヤ
(オフハイウェイタイヤ)

15兆円 6兆円

消費財 生産財

Best Alternative
※当社推定︓為替1ドル 152円での試算

(2016年) (2023年) (2025年)

OHTタイヤ
(オフハイウェイタイヤ)

5-6) 次期中期経営計画 YX2029︓⼤戦略（グランドデザイン）OHT事業

次に、大戦略（グランドデザイン）のOHT事業のYX2029（Yokohama Transformation 2029）の
打ち⼿について説明します。
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OHT事業 事業利益

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

Smithers需要予想
(2025年2月レポート)

原油高騰
肥料・農薬価格高騰

穀物市況低迷

推定需要
(当社推定)

農業機械⽤タイヤ 需要予測

ウクライナ侵攻 トランプ関税(2次)

中東危機
COVID-19

市場需要
(売上ベース)

275億円

313億円

419億円

2024
(実績)

2025
(実績)

2026
(公表値)

2029
(目標値) 700億円Y-ATG Y-TWS G-OTR

5-7) 次期中期経営計画 YX2029︓OHT事業

農業機械⽤タイヤはCAGRが⾼い⼀方で、需要が大きく上下をします。外部予測では今年には大きく回復す
ると⾔われていましたが、関税や中東情勢等の複合的な要因により改善が遅れています。

⼀方、当社は⾜元のダウントレンドは本年中に底をつき、市況の大きな循環性や需要の蓄積等で、遅くとも
2029年には需要のアップサイドの波が来ると予測しています。

それも考慮し、OHT事業の2029年度の事業利益は700億円としましたが、これにはY-ATG/Y-TWSのみ
ならず、G-OTRが貢献すると⾒込んでいます。
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生産委託中

尾道⼯場 たつの⼯場
(NGT)

メキシコ
ハイブリッド⼯場

インド⼯場
既存ATG⼯場

インド新OTR⼯場
グリーンフィールド

チェコ⼯場

ルーマニアOTR⼯場
他社閉鎖⼯場M&A

︓新⼯場 ︓M&A⼯場 ︓既存⼯場拡張 ︓既存⼯場
欧州

日本

インド

メキシコ

30%

50%

70%

90%

2025 2026 2027 2028 2029 2030

2025年
製造コスト

100
2030年

製造コスト

78

◆OTR 製造コスト推移 ◆OTR 増産計画

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

2025 2030

(千トン)

超⼤型・⼤型
(49インチ以上)

+25%

100
113

中・小型・バイアス
(45インチ以下)

±0%

◆生産移管計画 ︓2030年 生産移設完了
5-8) 次期中期経営計画 YX2029︓OHT事業 OTR - 生産移設

Goodyear⼯場
(アメリカ他)

その理由が、こちらにある通り、現Goodyear⼯場から供給を受けているタイヤが、タイヤ消費財と同じくLow-
Costの⼯場への⽣産移管が進むからです。

これにより、製造コストは2030年で、対2025年⽐▲22％のコストダウンになり、併せて49インチ以上の大型
サイズの＋25％のMix・増産投資を⾏います。
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成⻑投資

41.2%
43.7%

46.2%
48.3%

53.3% 53.4%

46.2%

51.5% 51.6%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

50%

財務規律
⾃⼰資本⽐率 50%

⾃⼰資本⽐率

株主還元強化
配当性向・総還元性向

62 62 64 64 65 66 84 98 134 223 

25%
28%

24%

39%

16%

23%

20%

21%

20%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

100

200

300

400

配当(円) 配当性向

2029年
配当性向

40%2026年

30%

基本方針

MISSION

企業価値向上に向け、
全ての経営課題に取り組む

創業守成
増収増益

成⻑投資・株主還元
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500
(円)

*2016~2018年は、経常投資と戦略投資の合計＋M&Aの⾦額

(億円)

* * *

LCC投資 戦略投資(増産/MIX投資含む)
経常投資 M＆A

5-9) 次期中期経営計画 YX2029︓キャピタルアロケーション

最後にキャピタルアロケーションですが、これまで進めてきた大型成⻑投資は⼀服し、ATGの借入⾦返済も本
年度で無事終了します。

次期中期経営計画 YX2029（Yokohama Transformation 2029）では、将来の成⻑に必要な投
資は継続する⼀方、財務規律を維持しながら、創出したキャッシュを株主還元に⼀層配分してまいります。そ
の方針のもと、配当性向は2029年までに40%を目指します。

なお、次期中期経営計画 YX2029（Yokohama Transformation 2029）の詳細については、来年
２月中旬に発表予定です。楽しみにしていて下さい。
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以上が、私からの説明となります。

引き続き当社へのご理解とご⽀援の程よろしくお願いいたします。

ご清聴ありがとうございました。
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